請　　　書

土砂災害防止法に基づく基礎調査成果データ処理業務
（○○県○○土木事務所管内　△△業務委託）
上記の業務について、次の各項を承諾のうえお請けします。

１．請 負 額　　　￥
　　　　　　　　　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥
　　　　　　　　　　「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法第２８条第１項及

び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定によ

り算出したもので、請負額に１０８分の８を乗じて算出した額である。

２．データ処理件数
急傾斜地の崩壊編　：　　　　件
土　石　流　編　　：　　　　件
地　滑　り　編　　：　　　　件
合　計　　：　　　　件
３．履行期間　　　自　　令和元年　　月　　日
　　　　　　　　　至　　令和元年　　月　　日
４．業務内容　　　別紙特記仕様書のとおり

令和元年　　月　　日
東京都千代田区平河町2-7-4砂防会館別館

一般財団法人  砂防フロンティア整備推進機構

      理 事 長　　亀 江　幸 二　　　
土砂災害防止法に基づく基礎調査成果データ処理業務
仕　様　書

一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構は、「土砂災害防止法に基づく基礎調査成果データ処理業務」において、以下のとおり実施するものとする。

1． データ処理対象範囲
「○○県○○土木事務所○○○○業務」における基礎調査成果データ
2． データ処理件数
急傾斜地の崩壊編　：　○○　件

土　石　流　編　　：　○○　件

地　滑　り　編　　：　○○　件

　　　　合　計　　：　○○　件
3． 業務実施内容
1 データ処理業務依頼者が作成した「基礎調査成果データ」について、「管理型調書納品フォルダ構成（案）」に基づき作成されているかどうかデータ処理を実施し、「データ検査報告書」を発行する。
2 データ検査報告書において、データの修正が必要な場合は、データ処理業務依頼者により修正されたデータの再検査を実施し、「データ再検査報告書」を発行する。
なお、本業務におけるデータ処理は、初回データ検査および修正データの再検査の２回を原則とし、これを超える場合の費用は別途徴収することとする。
3 データ検査報告の結果、データの修正が必要ない場合は、土砂災害警戒区域等管理システムにデータ登録できるようデータ処理を実施する。

4 データ処理を完了した場合は、「データ処理完了報告書」を発行する。
以 上
